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独居高齢者見守りサービスの利用状況と利用意向
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目的 独居高齢者の安心・安全を目的とした見守りサービスの利用状況と利用意向およびそれらに

関連する要因について検討する。

方法 2011年 9 月，東京都大田区 A 地区において，65歳以上の高齢者のうち，住民基本台帳上，

単身世帯の2,569人全員を対象に質問紙を郵送し，1,743人（回収率67.8）から質問紙を回収

した。このうち分析には，実際には独居でない高齢者は除外し，実際に独居であった1,095人
のデータのみ用いた。見守りサービスの利用状況や利用意向を従属変数とする，ロジスティッ

ク回帰分析を行い，見守りサービスの利用の有無や利用意向の有無に関連する要因を調べた。

独立変数として，性別，年齢，既往歴（脳卒中，心臓病，肝臓病，癌）の有無，近隣に住む別

居子の有無，生活機能，外出頻度，家族や友人との交流頻度，近所付き合いの程度，孤立感，

孤独感，主観的経済状態，精神的自立度，将来への不安感，就学年数を取り上げた。

結果 独居高齢者の見守りサービスの利用者は，緊急通報124人（11.3），緊急連絡先登録197人
（18.0），人的見守り113人（10.3），センサー見守り51人（4.7）であった。また，利用意

向のあった人は，緊急通報525人（全体の47.9，非利用者の81.4），緊急連絡先登録396人
（全体の36.2，非利用者の75.1），人的見守り357人（全体の32.6，非利用者の60.0），

センサー見守り335人（全体の30.6，非利用者の53.1）であった。ロジスティック回帰分

析の結果，高齢であることや既往歴のあることが，見守りサービスの利用の有無と関連があっ

た。サービスを利用していない人においては，将来への不安感が高いことがすべての見守り

サービスへの利用意向の有無と関連していた。

結論 独居高齢者見守りサービスのうち，普段の生活や安否状況を見守るサービスよりも，病気や

事故などの緊急時に対応するサービスのほうが利用率や利用意向が高くなる傾向があった。既

往歴がある人には見守りサービスが利用されやすく，不安感の高い人は今後の利用を希望しや

すいことが示唆された。しかしながら，各見守りサービスの利用率は，低い水準に留まってい

ることが明らかになった。今後，より多くの独居高齢者に対して，見守りサービスの利用を広

げていくことが課題となる。

Key words独居高齢者，自立生活，見守りサービス，サービス利用

 緒 言

近年，社会的孤立の終末像の一つとして高齢者の

孤立死が注目されている。孤立死に至る背景には，

貧困，健康問題をはじめ失業や離婚など社会的な孤

立を余儀なくされる状況を経る場合が多いことか

ら，保健福祉上の深刻な問題と言える。国も地方公

共団体とともに総合的な取組みに着手し2007年度か

ら孤立死防止推進事業（「孤立死ゼロ・プロジェク

ト」）を推進してきた1)。その中で，我が国におい

ては，単身高齢者世帯や高齢者夫婦のみ世帯が急増

しており2)，「孤立生活」はもはや特別な生活形態

ではなく標準的な生活形態であることを認識すべき

としている。

孤立死の予防のためにも，地域包括支援センター

を核としたハイリスク高齢者の早期発見・早期対応

に向けて各種のサービスの利用拡大が求められてい

る3～5)が，民生委員の高齢化やコミュニティ意識の
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希薄化等，見守りサービスの担い手の不足6～8)やプ

ライバシー重視の風潮から，住民によるソフト面で

の連携は必ずしも進んではいない。こうした現状を

踏まえ，多忙きわまる地域包括支援センターや介護

サービス担当者の負担を軽減し業務を効率化しよう

とするならば見守りセンサー等の安否確認ツールを

組み合わせたハード面のシステムの導入も重要であ

る9,10)。

本研究では，孤立傾向にある人の安心・安全を目

的とした見守りサービスの代表的なものとして「緊

急通報」，「緊急連絡先登録」，「人的見守り」，「セン

サー見守り」の 4 つを取り上げた。「緊急通報」は

急病やけがなどの緊急時に，ボタンを押して通報

し，助けを求めることのできるサービスである。

「緊急連絡先登録」は意識不明や徘徊など身元不明

で保護されたときに，保護者が家族の連絡先などを

知ることができるように個人情報を登録しておく

サービスである。「人的見守り」は，電話や訪問で

定期的に安否状況を確認するサービスをさす。「セ

ンサー見守り」は赤外線センサーなどの機器によっ

て，常時安否状況を確認するサービスである。これ

らのサービスに関しては，機械を使用したサービス

を好むか否かなど，人による好みの違いが予想さ

れ，また行政も各サービスを個別に提供することが

一般的であるため，本研究では上記の 4 つのサービ

スに分けて利用状況と利用意向を分析する。

各見守りサービスの提供主体は行政，企業，

NPO など多岐にわたる。見守りサービスの利用状

況については，これまで市場規模（2010年の見守り

サービス市場規模118億900万円)11)や企業を対象と

した利用者数の調査結果（2003年の主要 5 企業の

サービス利用者47,320人)12)が報告されているが，

地域でどの程度の人が利用しているのかという実態

は明らかになっていない。一方，監視されるとのイ

メージが先行しプライバシーの面から見守りサービ

スを利用することへの抵抗感も指摘されてい

る13～16)。利用意向については，独居高齢者を親に

もつ家族を対象とした意識調査17)はみられるが，独

居高齢者本人の意向は調査されていない。本研究で

は，見守りサービスの利用拡大を推進するための基

礎情報となる，独居高齢者における各見守りサービ

スの利用状況と利用意向およびそれらに関連する要

因について，質問紙調査から明らかにすることを目

的とした。

 研 究 方 法

. 調査対象と方法

2011年 9 月，東京都大田区 A 地区において，65

歳以上の高齢者のうち，住民基本台帳上，単身世帯

の2,569人全員を対象に匿名で回答を求める質問紙

を郵送し，1,743人（回収率67.8）から質問紙を

回収した。このうち分析には，住民基本台帳上は単

身世帯と登録されているが，実際には家族と同居し

ており独居でない「名目独居18)」の高齢者（648人）

は除外し，実際に独居であった1,095人（回答に欠

測値のある人も含む）のデータのみ用いた。

. 調査項目

基本属性や各見守りサービスの利用状況・利用意

向のほか，見守りサービスの利用に関連する要因と

して考えられる健康要因，社会関係要因，経済的要

因，心理的要因を尋ねた。

1) 各見守りサービスの利用状況と利用意向

「緊急通報」，「緊急連絡先登録」，「人的見守り」，

「センサー見守り」のサービスごとに，「利用してい

る」，「利用していないが，利用したい」，「利用して

いないし，利用したくない」，「わからない」より 1
つ選択してもらった。当該地区では，行政や地域包

括支援センターによって表 1 に挙げた見守りサービ

スが提供されているが，質問紙ではこれら公的サー

ビスに限らず民間のサービスも含めて尋ねた。

2) 基本属性

性別，年齢，就学年数を尋ねた。性別および年齢

については，住民基本台帳から情報を得た。年齢は，

65歳から69歳（＝1），70歳から74歳（＝2），75歳か

ら79歳（＝3），80歳から84歳（＝4），85歳以上

（＝5）の 5 段階に分けたカテゴリー変数として扱っ

た。

3) 健康要因

既往歴の有無，生活機能，外出頻度を尋ねた。既

往歴は，脳卒中，心臓病，肝臓病，癌になったこと

があるかないかを尋ねた。生活機能は老研式活動能

力指標19)を用いて把握し，下位尺度である手段的自

立，知的能動性，社会的役割がそれぞれ満点か否か

で区切り，カテゴリー化して分析した。外出頻度

は，「毎日 2 回以上（＝5）」，「毎日 1 回（＝4）」，「2
～ 3 日に 1 回程度（＝ 3）」，「 1 週間に 1 回程度

（＝2）」，「ほとんど外出しない（＝1）」の選択肢で

尋ね，括弧内の数値で得点化した。

4) 社会関係要因

家族や友人との交流頻度および近所付き合いの密

度を尋ねた。家族や友人との交流頻度は，「別居の

家族や親戚と会う頻度」，「別居の家族や親戚と電話

する頻度」，「友人や近所の人と会う頻度」，「友人や

近所の人と電話する頻度」に分け，それぞれ「週に

6, 7 回（＝8）」，「週に 4，5 回（＝7）」，「週に 2, 3
回（＝6）」，「週に 1 回くらい（＝5）」，「月に 2，3
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表 大田区における公的見守りサービス

緊急通報

1) 消防庁に通報されるペンダント式

の通報ボタン

【対象】おおむね65歳以上の独居者。

慢性疾患などのある人。近隣

に住む協力員 1～3 人が必要

【費用】1 割負担

2) 緊急通報装置とペンダント型発信

機。通報ボタンを押すと委託会社

に通報

【対象】65歳以上または心身に障害の

ある人

【費用】工事費14,385円，利用料3,675
円/月（公的補助あり)

緊急連絡先登録

1) 民生委員への緊急連絡先の登録

【対象】独居高齢者で，同一敷地内ま

たは近隣に三親等以内の血族

が居住していない人

【費用】なし

2) 緊急時情報と照合できる ID の書

かれたキーホルダー

【対象】高齢者

【費用】なし

人的見守り

1) 定期的に電話で安否確認，各種相談

【対象】独居高齢者または，高齢者世

帯。親族が徒歩 5 分圏内に居

住していない人。住民税非課

税世帯の人

【費用】助成額超過分の通話料

センサー見守り 該当なし（民間サービスのみ)
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回（＝4）」，「月に 1 回くらい（＝3）」，「月に 1 回よ

り少ない（＝2）」，「まったくない（＝1）」の選択肢

で尋ね，括弧内の数値で得点化した。近所付き合い

の密度は，「お互いに訪問しあう人がいる（＝4）」，
「立ち話をする程度の人がいる（＝3）」，「挨拶をす

る程度の人がいる（＝2）」，「つきあいはない（＝1）」
の選択肢で尋ね，括弧内の数値で得点化した。

また，別居子の有無と居住地までの距離を尋ね，

1 時間以内の距離に住む別居子がいるか否かで区切

り，カテゴリー化して分析した。

5) 経済的要因

経済的要因は，主観的な経済状態を尋ねた。「非

常にゆとりがある（＝5）」，「ややゆとりがある

（＝4）」，「どちらともいえない（＝3）」，「やや苦労

している（＝2）」，「非常に苦労している（＝1）」の

選択肢で尋ね，括弧内の数値で得点化した。

6) 心理的要因

孤立感，孤独感，精神的自立度，将来への不安感

を尋ねた。孤立感と孤独感は，「まわりの人から孤

立していると感じることがどのくらいありますか」

（孤立感），「さびしいと感じることがどのくらいあ

りますか」（孤独感）への回答を，「ほとんどない

（＝1）」，「あまりない（＝2）」，「ときどきある（＝3）」，
「よくある（＝4）」の選択肢で尋ね，括弧内の数値

で得点化した。周囲から孤立した生活を送っている

と自覚していても寂しさは感じていないケースや，

逆に孤立はしていないが寂しさを感じているケース

が考えられるため，孤立感と孤独感を別に測定し

た。精神的自立度は，「趣味や楽しみ，好きでやる

ことをもっていますか」，「これからの人生に目的を

もっていますか」，「何か夢中になれることがありま

すか」，「何か人のためになることをしたいと思いま

すか」，「人から指図されるよりは自分で判断して行

動する方ですか」，「状況や他人の意見に流されない

方ですか」，「自分の意見や行動には責任をもってい

ると思いますか」，「自分の考えに自信をもっていま

すか」の 8 項目からなる精神的自立性尺度20)を用い

て把握した（本研究での Cronbach's a は 0.84）。将

来への不安感21)は，「泥棒に入られる，詐欺にあう

など，犯罪に巻き込まれること」，「急に具合が悪く

なったり，けがをして動けないときに，助けを呼べ

ないこと」，「地震・台風などの災害にあうこと」，

「生活費，医療費，介護費用がかさむこと」，「住む

ところがなくなること」，「介護が必要になったと

き，十分な介護サービスが受けられないこと」，「友

達や知り合いが少なくなること」，「体の状態が悪く

なったり，認知症になること」，「寝たきりになった

り認知症になったりして，家族や周りの人に迷惑を

かけること」，「地域やまわりから孤立すること」の

10項目について，それぞれ「大いに不安がある

（＝3）」，「やや不安がある（＝2）」，「あまり不安は

ない（＝1）」，「不安はない（＝0）」の選択肢で尋ね，

括弧内の数値で得点化し合計点を求めた（本研究で

の Cronbach's a は0.89）。
. 分析方法

1) 見守りサービス利用の有無

各見守りサービス利用の有無に関連する要因を検

討するため，見守りサービスごとに現在の利用の有

無（「利用している」と回答したかそれ以外かで区

別）を従属変数とした二項ロジスティック回帰分析

を行った。

まず，「2. 調査項目」に記載したすべての変数

が各見守りサービス利用の有無に関連するかどうか

を単変量解析で調べた。カテゴリー変数については
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表 分析対象者の特徴（n＝1,095)

 平均値±標準偏差

性別，女性 69.7
年齢 65–69歳 25.5

70–74歳 25.6
75–79歳 22.4
80–84歳 16.3
85–103歳 10.1

一時間以内に別居子あり 32.4
脳卒中既往あり 7.4
心臓病既往あり 16.6
肝臓病既往あり 5.3
癌既往あり 10.4
手段的自立（満点) 83.9
知的能動性（満点) 31.0
社会的役割（満点) 50.8

外出頻度（1～5) 3.7±1.0
別居家族や親戚と会う頻度（1～8) 3.1±1.9
別居家族や親戚との電話頻度（1～8) 4.2±2.2
友人や近所の人と会う頻度（1～8) 3.1±2.0
友人や近所の人との電話頻度（1～8) 4.2±2.2
近所付き合いの密度（1～4) 2.6±0.9
孤立感（1～4) 2.0±1.0
孤独感（1～4) 2.2±0.9
主観的経済状態（1～5) 2.9±1.1
精神的自立度（4～28点，高得点ほど良好) 25.5±4.8
将来への不安感（0～30点，低得点ほど良好) 18.2±7.0
就学年数（年) 11.8±2.5

一部の順序尺度についても，便宜上平均値±標準偏差で示した。

表 独居高齢者の利用状況・利用意向

（ ）内は

利用している
利用していない
が利用したい

利用しておら
ず分からない

利用していないし
利用したくない 無回答

緊急通報 124(11.3) 525(47.9) 280(25.6) 120(11.0) 46(4.2)
緊急連絡先登録 197(18.0) 396(36.2) 323(29.5) 131(12.0) 48(4.4)
人的見守り 113(10.3) 357(32.6) 331(30.2) 238(21.7) 56(5.1)
センサー見守り 51( 4.7) 335(30.6) 362(33.1) 296(27.0) 51(4.7)
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x2 検定，連続変量については t 検定を用いた。その

中で少なくとも 1 種類のサービスの利用有無に関連

した変数を回帰モデルに強制投入した。

2) 非利用者による見守りサービスへの利用意向

次に，各見守りサービスの非利用者における利用

意向の有無（「利用していないが，利用したい」と

回答した人と「利用していないし，利用したくない」

と回答した人を比較）を従属変数とした二項ロジス

ティック回帰分析を行った。

「利用の有無」の分析と同様に，「2. 調査項目」

に記載したすべての変数が各見守りサービス利用意

向の有無に関連するかどうかを単変量解析で調べ

た。その中で少なくとも 1 種類のサービスの利用意

向に関連した変数を回帰モデルに強制投入した。

分析に先だって，独立変数間の多重共線性を考慮

して独立変数間の相関係数を求め，どの変数間の相

関係数も絶対値が0.55以下であることを確認した。

解析には，IBM SPSS Statistics 19を用い，有意水準

は 5とした。

. 倫理的配慮

本調査は東京都健康長寿医療センター研究部門倫

理委員会の承認（平成23年 8 月 4 日）を得て実施さ

れた。対象者には，調査の主旨や協力が任意である

こと，個人情報の保護について，質問紙郵送時に同

封した書面で説明し，回答をもって同意が得られた

ものとした。

 研 究 結 果

. 分析対象者の属性とサービスの利用状況・利

用意向

表 2 に独立変数とした各項目の割合や平均値をま

とめた。女性が多数の69.7であり，年齢別では65
歳から74歳までの前期高齢者が51.1，75歳以上の

後期高齢者が48.8であった。一時間以内の距離に

住む別居子がいるのは，32.4の対象者であった。

既往歴では心臓病の既往を持つ人がもっとも多く，

16.6であった。

表 3 に独居高齢者における各見守りサービスの利

用状況と利用意向の結果をまとめた。各見守りサー

ビスのうちにも複数のサービスが含まれているが，

いずれか一つのサービスを利用していれば，当該

サービスを利用している人として扱った。また，い
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表 見守りサービスの利用に関連する要因についてのロジスティック回帰分析の結果

（オッズ比および95信頼区間 n＝516）

要 因 カテゴリー 緊急通報 緊急連絡先登録 人的見守り センサー見守り

年齢 1～5 1.45(1.10–1.91)** 1.31(1.05–1.64)* 1.31(0.97–1.78) 1.72(1.06–2.77)*
一時間以内の別居子有無 あり 0.91(0.43–1.94) 0.51(0.27–0.96)* 0.85(0.36–2.04) 2.70(0.71–10.28)
脳卒中既往 あり 3.04(1.03–8.96)* 1.14(0.40–3.27) 0.91(0.23–3.53) 5.57(1.02–30.34)*
心臓病既往 あり 1.51(0.59–3.88) 1.95(0.91–4.15) 1.45(0.52–4.09) 1.15(0.21–6.46)
肝臓病既往 あり 2.06(0.54–7.78) 1.28(0.40–4.13) 4.60(1.17–18.09)* 4.43(0.69–28.66)
手段的自立 満点 0.24(0.08–0.72)* 0.31(0.12–0.76)* 0.13(0.04–0.41)** 0.56(0.09–3.51)
知的能動性 満点 1.37(0.58–3.25) 0.62(0.32–1.18) 1.37(0.50–3.74) 1.00(0.23–4.37)
社会的役割 満点 0.74(0.33–1.68) 1.71(0.88–3.31) 0.65(0.24–1.76) 0.66(0.15–2.93)
外出頻度 1～5 1.34(0.90–1.99) 1.19(0.87–1.63) 1.02(0.67–1.55) 1.03(0.51–2.08)
別居家族や親戚との電話頻度 1～8 1.10(0.93–1.30) 0.98(0.86–1.12) 0.97(0.81–1.17) 1.02(0.76–1.37)
友人や近所の人と会う頻度 1～8 1.02(0.83–1.25) 0.82(0.68–0.97)* 0.87(0.67–1.13) 0.89(0.62–1.28)
近所付き合いの密度 1～4 1.20(0.80–1.79) 1.60(1.14–2.24)** 2.01(1.21–3.34)** 1.85(0.87–3.92)
孤立感 1～4 1.35(0.87–2.10) 0.75(0.52–1.08) 0.95(0.58–1.57) 1.51(0.74–3.08)
孤独感 1～4 1.11(0.72–172) 1.50(1.05–2.14)* 0.89(0.55–1.45) 1.34(0.63–2.86)
主観的経済状態 1～5 0.73(0.53–1.03) 0.90(0.69–1.18) 0.91(0.62–1.34) 1.20(0.64–2.25)
精神的自立度 4～28 1.11(1.01–1.22)* 1.02(0.95–1.09) 0.97(0.88–1.06) 1.19(1.00–1.42)

モデル x2 42.16**(df＝16) 44.35**(df＝16) 55.35**(df＝16) 30.78*(df＝16)

x2＝カイ二乗値。df＝自由度。基準カテゴリーは，一時間以内の別居子なし，既往なし，手段的自立満点以外，知的

能動性満点以外，社会的役割満点以外である（年齢，外出頻度，別居家族や親戚との電話頻度，友人や近所の人と会

う頻度，近所付き合いの密度，孤立感，孤独感，主観的経済状態，精神的自立度のそれぞれについては，順序尺度と

して投入した）。

** P＜.01, * P＜.05
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ずれか一つのサービスへの利用意向があれば，当該

サービスを利用したい人として扱った。利用してい

る人の割合は，緊急通報が11.3，緊急連絡先登録

が18.0，人的見守りが10.3，センサー見守りが

4.7であった。利用したいと答えた人の割合は，

緊急通報が47.9，緊急連絡先登録が36.2，人的

見守りが32.6，センサー見守りが30.6であった。

. 見守りサービス利用の有無との関連要因

すべての変数が各見守りサービス利用の有無に関

連するかどうかを単変量解析で調べた結果，少なく

とも 1 種類のサービスの利用有無に関連した変数

は，「年齢」，「一時間以内の別居子有無」，「脳卒中

既往の有無」，「心臓病既往の有無」，「肝臓病既往の

有無」，「手段的自立（満点/非満点）」，「知的能動性

（満点/非満点）」，「社会的役割（満点/非満点）」，

「外出頻度」，「別居家族や親戚との電話頻度」，「友

人や近所の人と会う頻度」，「近所付き合いの密度」，

「孤立感」，「孤独感」，「主観的経済状態」，「精神的

自立度」の16変数であった。

表 4 に，この16変数を強制投入し，各見守りサー

ビスの現在の利用の有無を従属変数とした二項ロジ

スティック回帰分析を行った結果を示した。緊急通

報の利用の有無に関連する因子は，高齢であるこ

と，脳卒中の既往歴があること，手段的自立度が低

いこと，精神的自立度が高いことであった。緊急連

絡先登録の利用の有無に関連する因子は，高齢であ

ること，一時間以内の距離に住む別居子がいないこ

と，手段的自立度が低いこと，友人や近所の人と会

う頻度が低いこと，近所付き合いが密なこと，孤独

感が高いことであった。人的見守りの利用の有無に

関連する因子は，肝臓病の既往歴があること，手段

的自立度が低いこと，近所付き合いが密なことであ

った。センサー見守りの利用の有無に関連する因子

は，高齢であることと脳卒中の既往歴があることで

あった。

. 非利用者による見守りサービスへの利用意向

との関連要因

すべての変数が非利用者における各見守りサービ

スへの利用意向に関連するかどうかを単変量解析で

調べた結果，少なくとも 1 種類のサービスへの利用

意向に関連した変数は，「年齢」，「脳卒中既往の有

無」，「心臓病既往の有無」，「友人や近所の人との電

話頻度」，「孤立感」，「孤独感」，「精神的自立度」，

「将来への不安感」の 8 変数であった。

表 5 に，この 8 変数を強制投入し，各見守りサー

ビスへの利用意向の有無を従属変数とした二項ロジ
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表 見守りサービスへの利用意向に関連する要因についてのロジスティック回帰分析の結果

（オッズ比および95信頼区間）

要 因 カテゴリー
緊急通報

n＝369

緊急連絡先登録

n＝306

人的見守り

n＝347

センサー見守り

n＝366

年齢 1～5 1.18(0.95–1.47) 1.12(0.90–1.40) 1.13(0.94–1.35) 1.11(0.94–1.31)
脳卒中既往 あり 0.50(0.13–1.85) 1.94(1.49–7.66) 2.68(0.89–8.03) 1.24(0.49–3.17)
心臓病既往 あり 3.72(0.81–17.11) 0.70(0.27–1.81) 1.12(0.49–2.52) 0.98(0.46–2.06)
友人や近所の人との電話頻度 1～8 1.08(0.94–1.24) 1.16(1.02–1.33)* 1.12(1.00–1.25)* 1.15(1.03–1.28)*
孤立感 1～4 1.15(0.79–1.68) 1.26(0.89–1.79) 1.19(0.88–1.60) 1.36(1.02–1.81)*
孤独感 1～4 1.37(0.93–2.00) 1.22(0.85–1.76) 1.48(1.08–2.02)* 1.07(0.80–1.43)
精神的自立度 4～28 1.06(0.98–1.15) 1.03(0.96–1.11) 1.04(0.98–1.11) 1.10(1.04–1.16)**
将来への不安感 0～30 1.07(1.03–1.12)** 1.06(1.01–1.10)** 1.07(1.03–1.11)** 1.05(1.02–1.09)**

モデル x2 31.26**(df＝8) 23.62**(df＝8) 44.12**(df＝8) 31.87**(df＝8)

x2＝カイ二乗値。df＝自由度。基準カテゴリーは，脳卒中既往なし，心臓病既往なしである（年齢，友人や近所の人

との電話頻度，孤立感，孤独感，精神的自立度，将来への不安感のそれぞれについては，順序尺度として投入し

た）。有効標本数が見守りサービスごとに異なるのは，サービスによって非利用者のうち「分からない」と答えた者

を除いた人数が異なるためである。

** P＜.01, * P＜.05
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スティック回帰分析を行った結果を示した。すべて

の見守りサービスへの利用意向の有無に関連する因

子は，将来への不安感が高いことであった。そのほ

か緊急連絡先登録への利用意向の有無に関連する因

子は，友人や近所の人との電話頻度が高いことであ

った。人的見守りへの利用意向の有無に関連する因

子は，友人や近所の人との電話頻度が高いことと孤

独感が高いことであった。センサー見守りへの利用

意向の有無に関連する因子は，友人や近所の人との

電話頻度が高いこと，孤立感が高いこと，精神的自

立度が高いことであった。

 考 察

本研究では，質問紙調査によって独居高齢者にお

ける見守りサービスの利用状況と利用意向およびそ

れらに関連する要因を検討した。

. 見守りサービスの利用状況や利用意向

見守りサービスのうち，普段の生活や安否状況を

見守るサービス（人的見守りおよびセンサー見守り）

よりも，病気や事故などの緊急時に対応するサービ

ス（緊急通報および緊急連絡先登録）のほうが利用

率や利用意向が高くなる傾向があった。緊急通報と

緊急連絡先登録を比べると，利用率では緊急連絡先

登録のほうが高く，反対に利用意向では緊急通報の

ほうが高かった。緊急連絡先登録の利用率が最も高

い結果となったのは，調査対象地域にて地域包括支

援センターが無料のキーホルダーサービス（表 1）
を展開し，広く利用されていることが影響している

と考えられる。緊急通報は，現在利用していない独

居高齢者のうちの約半数が利用したいと回答してお

り，今後のサービスの普及が望まれるところである。

普段の生活や安否状況を見守るサービスか緊急時

に対応するサービスかという点ともう一つの見守り

サービスを分類する基準は，電子機器を利用した

サービスか利用しないサービスかという点である。

緊急通報とセンサー見守りは，通報機器およびセン

サーという電子機器を利用するが，緊急連絡先登録

と人的見守りでは利用しない。電子機器を利用する

サービスの中でも，センサー見守りは緊急通報に比

べて，利用率や利用意向が低かった。電子機器を利

用するか否かという点よりも，それを何の目的でど

のように使うかという点が利用率や利用意向に影響

していると考えられる。また，センサー見守りの利

用率や利用意向が低かった要因として，調査対象地

域において公的サービスが存在していなかったこと

も挙げられる。

. 利用や利用意向の有無との関連要因

緊急通報については，高齢であること，脳卒中既

往のあること，手段的自立度が低いこと，精神的自

立度が高いことが現在利用していることに関連して

いた。緊急通報は急病やけがなどの緊急時に，助け

を求めることのできるサービスであり，緊急事態に

至るリスクの高い，高齢者のなかでもより高齢の人

や脳卒中の既往歴がある人により利用されているこ

とが理解できる。

単変量解析では，このほかに心臓病や肝臓病の既

往の有無が緊急通報の利用に関連していたが，多変

量解析においては関連が見られなかった。対象者の
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うちで病気の既往歴がある人の割合が小さいこと

が，影響しているのかもしれない。

緊急連絡先登録については，高齢であること，一

時間以内の距離に住む別居子がいないこと，手段的

自立度や友人や近所の人と会う頻度が低いこと，近

所付き合いが密なこと，孤独感が高いことが現在利

用していることに関連していた。緊急連絡先登録

は，意識不明や徘徊など身元不明で保護されたとき

のために，個人情報を登録しておくサービスであ

り，独居高齢者のなかでも，とくに近隣に住む子ど

もがいない人により利用されていることが理解でき

る。

人的見守りについては，肝臓病の既往歴があるこ

と，手段的自立度が低いこと，近所付き合いが密な

ことが現在利用していることに関連していた。人的

見守りは電話や訪問で定期的に安否状況を確認する

サービスであり，他人との関わりを持つことを厭わ

ない人に利用されやすいと予想される。その点で，

普段から盛んに近所付き合いをしている人に利用さ

れやすいサービスなのかもしれない。

センサー見守りについては，高齢であることと脳

卒中の既往歴があることが現在利用していることに

関連していた。センサー見守りは，赤外線センサー

などの機器によって常時安否状況を確認し，緊急通

報と同様，急病やけがなどの緊急時に対応するサー

ビスであり，高齢者のなかでもより高齢の人や脳卒

中の既往歴がある人により利用されていることが理

解できる。

一方，各見守りサービスを現在利用していない人

では，将来への不安感が高いことがすべてのサービ

スへの今後の利用意向の有無と関連していた。見守

りサービスは，将来の生活への不安が高い独居高齢

者により求められているということが明らかになっ

た。

センサー見守りに関しては，友人との電話頻度や

孤立感，将来への不安感とともに，精神的自立度が

高いことが今後の利用意向の有無と関連していた。

精神的な自立は，身体的自立や経済的自立が低下し

た際に，利用可能な資源を有効に活用し支援を得る

上で欠かせない要素だとされており22)，本研究でも

精神的に自立している人ほど必要なサービスを利用

しやすいということが示唆された。

. 本研究の限界と今後の展望

本研究の限界として，調査が東京都大田区という

都市部で実施されたことが得られた結果に影響して

いることが考えられる。高齢者における独居者の割

合や社会関係の特徴などとともに，見守りサービス

の利用状況については，当該地域で行政や地域包括

支援センターにより提供されているサービスの有無

やその内容にも影響されると予想される。今後は，

都市部郊外や農村部など，多様な地域で調査を実施

することが求められる。

また，各見守りサービスの利用意向に関して，

「分からない」と回答した人が多かったことも本研

究の問題点である。独居高齢者の回答のうち，緊急

通報では25.6，緊急連絡先登録では29.5，人的

見守りでは30.2，センサー見守りでは33.1と，

いずれも 4 分の 1 以上の人が利用したいかどうか分

からないと回答した。調査の設計においては，現在

の自分には見守りサービスは必要なく，将来必要に

なった際，利用したいと思うか現時点では分からな

いことを意味する選択肢として設定したが，サービ

スがどのようなものであるか理解できずに「分から

ない」と回答した人がいたことも否定できない。ま

た，「分からない」と回答した人が最も多かったセ

ンサー見守りは，調査地域で行政による公的なサー

ビスが提供されておらず，住民にとって特に馴染み

の薄いものであるのかもしれない。各見守りサービ

スが高齢者にあまり周知されていないことは事前に

予想されたため，質問文ではそれぞれのサービスに

ついて詳しい説明を付記したが，それでもサービス

がどのようなものであるか理解できない回答者が多

かったとすると，正確な利用意向が測れなかった可

能性がある。この点は，郵送調査の限界でもあり，

見守りサービスへのより正確な利用意向を明らかに

するためには，面接式で回答者の理解を確認しなが

ら調査を行うことも必要である。

さらに，本研究ではロジスティック回帰分析の対

象者が少なくなった。とくに，見守りサービスへの

利用意向に関連する要因についてのロジスティック

回帰分析では，対象者となる各見守りサービスの非

利用者の半数程度しか，分析対象とすることができ

なかった。これは，変数とした質問項目での回答の

欠損が多かったことが原因である。本研究は探索的

な研究として，あえて多くの変数を設定したが，そ

れによって分析対象者数が少なくなり，見守りサー

ビスの利用や利用意向に関連する要因についての分

析結果に影響した可能性も否定できない。

本研究では，全体的に既往歴があったり不安感が

高かったりと見守りサービス利用の必要性を自覚し

ている人には利用されやすいことが示唆された。し

かしながら，各見守りサービスの利用率は，最も高

い緊急連絡先登録でも20未満であり，低い水準に

留まっていることが明らかになった。今後は，より

多くの独居高齢者に対して，サービスの利用を広げ

ていくことが課題となるだろう。そのためには，各



292292 第60巻 日本公衛誌 第 5 号 2013年 5 月15日

種の見守りサービスが十分に周知されることととも

に，身近な家族や親密な近隣住民などがいなくても

気軽に利用できるサービスが普及していくことが必

要となる。現状では，サービス利用に連絡の取れる

家族や近隣の協力員が必要なものもあり，必ずしも

社会的に孤立した高齢者にとって見守りサービスを

利用しやすい状況にはない。社会的に孤立した高齢

者にも利用しやすいサービスへの改善とサービスの

存在の周知が，今後ますます求められていくと考え

られる。

本研究の実施に際し，ご協力をいただいた中川久美

氏，綱引康雄氏（大田区福祉部高齢事業課），澤登久雄氏

（大田区地域包括支援センター入新井・センター長）およ

び住民の皆様に厚くお礼申し上げる。

本研究は，平成23年度厚生労働省科学研究費補助金

（認知症対策総合科学）「認知機能低下高齢者への自立支

援機器を用いた地域包括的システムの開発と評価」

（H23–認知症–一般–001，研究代表者藤原佳典）の助成

によって行ったものである。

(
受付 2012. 6.12
採用 2013. 2.14)
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Usage conditions and intentions to use monitoring services for the
elderly living alone

Takashi KOIKE*, Taro FUKAYA*, Kumiko NONAKA*,
Erika KOBAYASHI*, Mariko NISHI*, Yoh MURAYAMA*,

Reiko WATANABE*, Shoji SHINKAI* and Yoshinori FUJIWARA*

Key wordsthe elderly living alone, independent living, monitoring service, use of services

Objectives To examine the usage conditions and intentions to use monitoring services for independent liv-
ing by the elderly living alone.

Methods A cross-sectional survey was conducted using a mail-in, self-administered questionnaire in Sep-
tember 2011. The target population comprised 2,569 elderly people living in Ota Ward, Tokyo. The
data of individuals living alone were extracted from the data of all respondents. The response rate
was 67.8. The sample consisted of 1,095 elderly people living alone. Logistic regression analyses
were conducted with the usage conditions and intention to use monitoring services set as dependent
variables. The factors related to the usage conditions and the intention to use monitoring services
were examined. Gender, age, medical histories, existence of children living in the neighborhood, ad-
vanced activities of daily living, frequency of going outdoors, social relations, economic status, edu-
cation, and mental factors were set as independent variables.

Results The monitoring services used to facilitate independent living included the following: emergency
communication service ＝124 (11.3), information registration service ＝197 (18.0), monitor-
ing by people ＝113 (10.3), and monitoring by sensor ＝51 (4.7). The number of respondents
who indicated their intention to use monitoring services included the following: emergency com-
munication service ＝525 (47.9 of the entire sample, 81.4 of non-users), information registra-
tion service ＝396 (36.2 of the entire sample, 75.1 of non-users), monitoring by people ＝357
(32.6 of the entire sample, 60.0 of non-users), monitoring by sensor ＝335 (30.6 of the en-
tire sample, 53.1 of non-users). The respondents' ages and medical histories were related to the
usage of monitoring services. Their level of anxiety was related to the intention to use monitoring
services.

Conclusion Usage and intention to use services was greater in conditions in which the elderly needed help
to cope with emergent situations than usage and intention to use services that monitored daily life.
The elderly who were aware of their need tended to use monitoring services. A future challenge is to
expand the use of monitoring services to foster independent living of the elderly living alone.

* Tokyo Metropolitan Institute of Gerontology


